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徴収猶予（期間延長）申請書の書き方 

1 申請日・申請者の情報 

 

 

2 申請理由 

 

 申請理由は具体的に記入してください。 

【猶予該当事実の詳細の記入例】 

災害等 
令和××年９月○日、台風○号により、店舗が床上浸水となった。そのため、店舗の復

旧までの間、営業を行うことができなかった。 

病気・負傷 
令和××年９月に交通事故に遭い、同月から３か月間○○病院に入院し、その後も通院

している。 

事業の休廃止 

近隣に大型店舗が進出したことにより、令和××年１月から９月までの売上が前年比

70％減となるなど業績が著しく悪化したため、令和××年 10 月に従業員を全員解雇

し、衣料品販売業を廃業した。 

事業上の 

著しい損失 

令和××年３月期は 250 万円の利益があったが、令和××年６月から主要取引先であ

る○○社からの受注がなくなったこと等から、令和○○年３月期は 150 万円の損失と

なってしまった。 

右記通り 
本来の期限から１年を経過した後に納付すべき税額が確定した。 

 

 

 

 

○○市○○町 1-2-3 

令和 2    2   25 

吹田 太郎 

○○○-××××-○○○○ 

令和××年３月期は 250 万円の利益があったが、令和××年６月から主要取引先である○○社からの受注が

なくなったこと等から、令和○○年３月期は 150 万円の損失となってしまった。 



2 
 

3 納付（納入）すべき徴収金 

 

 

 
 

別紙に「納付（納入）すべき徴収金」を記載する明細書様式がございますので、納税通知書等を参考にご記入

ください。 

※通知書番号が不明の場合は空欄で構いません。 

※本税が未納である期別の延滞金は一律「要す」と記載してください。 

※「合計金額」欄、「合計」行は関数により計算されるため、記入不要です。 

 手書きの際は記入例を参考に記載してください。 

 

また、明細書は当市で発行したものを提出時に添付させていただくことも可能であるため、ご要望の場合はお問

い合わせください。 
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4 猶予金額・期間 

 

「徴収猶予を受けようとする金額」 

滞納金額（本税が残っている期別の延滞金額は除く）から現在納付可能資金額（※）を引いた額を記載します。 

※現在納付可能資金額とは以下の書類で算出した金額です。 

 財産収支状況書・・・・「2 現在納付可能資金額」の「現在納付可能資金額」の額 

 財産目録・・・・・・・「3 現在納付可能資金額」の「現在納付可能資金額」の額 

 

「徴収猶予を受けようとする期間」 

「猶予期間の開始日」とは、通常は申請書の提出日ですが、次のような場合はそれぞれの日となります。 

 

①申請書を提出する日が猶予を受けようとする市税の納期限以前である場合には納期限の翌日 

②災害等のやむを得ない理由により、申請書を提出できなかった場合には、申請書を提出した日にかかわら

ず、猶予該当事実が生じた日 

 

「猶予期間の最終日」は開始日から 1 年後の日付が最大となります。（期間延長申請の場合は前回の猶予と合

わせて 2 年が最大となります。） 

 

5 納付計画 

 

 「財産収支状況書」又は「収支明細書」に記載した納付計画をそのまま書き写してください。指定がない限

りは月末（月末が土日祝の場合は翌月平日、１２月の場合は１２/２８又は１/４頃）が期限となります。

しかし、最終回が猶予終了日の月の場合は、期限が猶予終了日となります。 

 

 

 

 

520,000 

令和 2   2  25          令和 3   2  24 

50,000 円 

50,000 円 

50,000 円 

10,000 円 

50,000 円 

100,000 円 

50,000 円 

50,000 円 

50,000 円 

50,000 円 

50,000 円と延滞金 

100,000 円 

令和 3 年 3 月 1 日 

令和 3 年 3 月 31 日 

令和 3 年 4 月 30 日 

令和 3 年 5 月 31 日 

令和 3 年 6 月 30 日 

令和 3 年 8 月 1 日 

令和 3 年 8 月 31 日 

令和 3 年 9 月 30 日 

令和 3 年 11 月 1 日 

令和 3 年 11 月 30 日 

令和 3 年 12 月 28 日 

令和 3 年 1 月 31 日 
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6 提供しようとする担保 

 

 猶予を受ける際は原則猶予に係る金額に相当する担保の提供が必要となります。しかし、猶予に係る金額が

100 万円以下（本税が残っている期別の未確定延滞金を含む）の場合、猶予期間が 3 月以内の場合、担保を提

供することのできない特別の事情がある場合は担保の提供は不要です。 

 

 

「不動産・債券等」欄 

「担保提供書」に記載した担保とする不動産の所在地を記載します。 

 「担保提供書の通り」と記載して下さい。 

※提出いただいた後に「担保提供書」のご案内をさせていただきます。 

 

 
 

「保証人の保証」欄 

 「納税保証書」に記載した保証人となる人の住所又は居所、氏名を記載します。 

 「納税保証書の通り」と記載して下さい。 

  ※提出いただいた後に「担保提供書」のご案内をさせていただきます。 

 

 

 

「担保を提供できない場合の具体的な理由」欄 

 担保を提供できない場合の具体的な理由を記載して下さい。 

 

担保提供書の通り 

納税保証書の通り 

提供できる担保の種類に該当する財産を所有していないため。 
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注意事項（期間延⾧申請の際は必要ありません） 

 
吹田 太郎 

ㇾ 

ㇾ 

注意事項を読んだ上でチェックを付け、 

署名をして下さい。 


